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平成 23 年２月 15 日 

各   位 
会社名  コクヨ株式会社 

コード番号  7984 
上場取引所     東証・大証・名証第 1 部 

 代表者      代表取締役社長 黒田 章裕 
     問合せ先 取締役経営管理部長 吉本 悦章 

（TEL：06－6976－1221） 
 

当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の継続について 

 

当社は、平成19年４月23日開催の取締役会において、当社の企業価値および株主共同の

利益を確保し、向上させることを目的として、特定の株主または株主グループによって当社

の株式の一定規模以上の買付行為が行われた場合の対応策（以下「原施策」といいます。）を

決定し、同日付の当社プレスリリースで公表し、平成19年６月28日開催の第60回定時株主

総会における株主の皆様のご承認に基づき原施策を導入いたしました。 

その後、当社は、原施策の在り方について検討を行った結果、平成20年１月28日開催の

取締役会決議を経て、平成20年３月28日開催の第61回定時株主総会における株主の皆様の

ご承認に基づき、原施策を改定することを決定いたしました（改定後の当社株式の大規模買

付行為への対応策を、以下「旧施策」といいます。）。 

今般、旧施策の有効期間が平成 23 年３月に到来することから、旧施策導入後の買収防衛

策としての新株予約権の無償割当てに関する裁判所の一連の決定、経済産業省に設置さ

れた企業価値研究会が「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」と題する

報告書（平成 20 年 6 月 30 日付け）を公表するなど、買収防衛策をめぐる議論が重ねら

れている状況や、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関す

る法律等の一部を改正する法律」の施行によるいわゆる株券電子化の実施等を踏まえ、改

めて旧施策の在り方について更なる検討を行いました。その結果、本日開催の取締役会にお

いて当社取締役全員の賛成により、平成23年３月30日開催予定の第64回定時株主総会にお

いて株主の皆様のご承認が得られることを条件として、旧施策を以下のとおり改定し、継続

することを決定いたしましたので、お知らせいたします（改定予定の当社株式の大規模買付

行為への対応策を「本施策」といいます。）。 

 

改定の主な内容は次のとおりです。 

 ①大規模買付対抗措置の発動要件の見直し 

 ②大規模買付者に対して提供を求める情報の回答期限の設定 

③大規模買付者が保有する新株予約権の取得条項の見直し 
④株券電子化が実施されたことを踏まえた所要の修正 

 

なお、本施策を決定した当社取締役会には、社外監査役２名を含む当社監査役４名全員が
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出席し、本施策の具体的運用が適正に行われることを条件として、監査役全員が本施策に異

議がない旨の意見を述べております。また、平成22年 12月 31日現在における当社の大株主

の状況は別紙１．に記載のとおりです。加えて、現時点において、特定の第三者から大規模

買付行為を行う旨の通告や提案を受けていないことを申し添えます。 

本施策は、上記株主総会において株主の皆様のご承認が得られた場合には、平成26年３月

に開催予定の定時株主総会の終結の時まで継続いたします。本施策の有効期間満了後も必要

な見直しをした上で、当社株主総会において本施策の継続等に関して株主の皆様のご意思を

確認させていただくことを予定しております。 

 

第１ 本施策導入の目的について 

 

１．本施策の目的 

本施策は、特定株主グループ（以下に定義します。）の議決権割合（以下に定義します。）

を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注１）の買付行為もしくは結果として特定

株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為またはその提案（市場取

引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同

意した者による買付行為またはその提案を除きます。以下かかる買付行為またはその提案を

「大規模買付行為」といい、かかる大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）

が、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に重大な影響を及ぼす場合に

おいて、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保しまたは向上させ

るため、大規模買付行為に対する適切な対応を行うことを目的としております。ここに、特

定株主グループとは、①当社株券等の保有者（注２）およびその共同保有者（注３）、②当社

株券等の買付け等（注４）を行う者およびその特別関係者（注５）、または③上記①および②

に該当する者の関連者（注６）をいい、議決権割合とは、特定株主グループが上記①の場合

においては、当該保有者の株券等保有割合（注７）をいい、特定株主グループが上記②の場

合においては当該買付け等を行う者および当該特別関係者の株券等所有割合（注８）の合計

をいいます。 

 

（注１）金融商品取引法第 27 条の 23 第１項に規定する株券等をいいます。以下、同じとします。 

（注２）金融商品取引法第 27 条の 23 第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者とみ

なされる者を含みます。以下、同じとします。 

（注３）金融商品取引法第27 条の 23 第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保

有者とみなされる者を含みます。以下、同じとします。 

（注４） 金融商品取引法第 27 条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場におい

て行われるものを含みます。以下、同じとします。 

（注５）金融商品取引法第 27 条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲

げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３

条第２項で定める者を除きます。以下、同じとします。 

（注６）ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され、もしくはその者と共同の

支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）、またはその者と協調して

行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。「支配」とは、他の会社等の「財務及び
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事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に定義されます。）をいい

ます。 

（注７）金融商品取引法第 27 条の 23 第４項に規定する株券等保有割合をいい、当該保有者の共同保

有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も計算上考慮するものと

します。 

（注８）金融商品取引法第 27 条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。 

 

２．当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保・向上の取組みにつ

いて 

(1)企業価値の源泉について 

当社は、明治38年（1905年）に和帳の表紙店として創業し、「商品を通じて社会に貢献

する」ことを企業理念として事業を営んでまいりました。また、「面倒で手間のかかること

に真正面から取り組むことで、世の中の役に立つ新たな価値を創り出す」という創業の精

神～「カスの商売」～が、今なお変わることなく当社のＤＮＡとして根付いております。 

以来、当社は事務用紙製品からオフィスファニチャー分野へと事業領域を拡大し、国内

最大級の総合オフィスサプライヤーへと成長してまいりました。  

現在では、ステーショナリーおよびオフィスファニチャー製品の製造・販売にとどまら

ず、オフィス・店舗・官公庁・学校・病院等の空間構築設計・施工・コンサルティング、

個人向け高級家具の販売、オフィス用品の通販など、商品だけでなくサービスも含めた総

合提案力によって、お客様の課題解決を一手に担うことのできる世界でも稀な存在の企業

グループへと進化を遂げております。 

当社および当社グループのブランドメッセージである、「ひらめき・はかどり・ここちよ

さ」には、商品・サービスを通じてお客様の知的活動（Ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ Ｗｏｒｋ）

に対して、「ひらめき（＝創造性）」、「はかどり（＝効率性）」、「ここちよさ（＝快適性）」

をもたらすという他社には追随できない価値を提供し続ける企業グループでありたいとい

う願いが込められています。 

そうした中で培われてきた以下の①から④までが、当社グループにとって企業価値の源

泉となっております。 

 

①ブランド力 

当社グループは、日本国内において、総合オフィスサプライヤーとして非常に高いブ

ランド認知率を誇っております。また、商品におきましても「キャンパスノート」、

「フラットファイル」等、その分野の代名詞ともいわれる商品を多数ラインアップし

ております。 

 

②独特のビジネスモデル 

当社グループは、ステーショナリー商品、ファニチャー商品の製造販売を行っており

ます。各々の商材を扱う企業は多く存在しますが、両者の製造販売を行っているのは

当社グループだけであり、オフィスに関するサービス・ソリューションを当社グルー

プだけで提供・完遂できる独特のビジネスモデルを構築しております。 
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③販売力 

当社グループは、グループ販売会社、代理店、小売店等の事業パートナーを通じて、

他の追随を許さない強固な販売網を確立しております。また、オフィス用品の通販事

業を展開しており、お客様のニーズにあわせた高品質のサービス体制を整えておりま

す。 

 

④商品開発力 

当社グループは、ユニバーサルデザイン商品や環境対応商品等、独創的で付加価値の

高い際立った特徴を持つ商材を数多くラインアップし、お客様から高い支持を得てお

ります。 

 

(2)企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた施策 

当社グループは、当社の取締役会の決議に基づき、中長期的な経営ビジョンとして中期

経営計画を策定しており、各事業会社が独自の強みを発揮し、相互に補完しあうことでグ

ループ全体としての競争力を高めることを目指します。今後も以下に述べる諸施策を通じ

て当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保および更なる向上に努

めてまいります。 

 

① 事業機軸経営の推進 

これまでの機能分社体制に基づく経営の仕組みを改め、事業分社体制に基づく、事業

機軸経営を一層推進することで、お客様の課題（困りごと）をトータルに解決する事

業総合力を強化し、お客様に選ばれ続ける企業グループとして進化し、収益力の拡大

を図ります。 

 

② アジア市場に根付くための構造改革 

より強靭な事業体質に生まれ変わるため、海外市場とりわけアジア市場における売上

高の拡大を目的に、必要な投資と事業戦略の立案・実行に注力し、真のアジア企業を

目指します。 

 

③ 企業文化・風土の強みの結集 

各事業会社が独自の企業文化・風土を醸成する一方、グループ全体としての強みを結

集して新しいブランド価値の創造を目指します。 

 

当社は、今後も中長期的な視点に立ちながら、これらの諸施策の実現に努めていくこと

で、新たな成長のための投資を促し、株主の皆様のご期待に応えてまいりたいと考えてお

ります。 

また、これらの取組みを行う一方、機関投資家や証券アナリスト向けの説明会の開催、

個人投資家向けのＩＲ活動の充実を推進することで、株主の皆様との長期的な信頼関係の
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構築を図っております。当社では、株主の皆様の利益向上を最重要課題と位置付け、収益

力の向上に努めるとともに、利益還元方針といたしましては、従来の安定配当に加えて連

結業績を考慮し、配当性向20％以上を目処とした配当政策を念頭に実施しております。 

 

(3)コーポレート・ガバナンスについて 

当社は、「透明性、スピード、公平性」を重視したコーポレート・ガバナンスを実施して

おります。持株会社である当社は、グループ各事業会社を株主の視点から、評価・監督す

る仕組みを導入しております。 

当社は、監査役制度を採用しており、取締役は６名、監査役は４名（うち社外監査役２

名）で構成されます。取締役の任期は、経営環境の変化により迅速に対応できる経営体制

の確立を目的に１年としており、解任のための株主総会決議要件の加重等も採用しており

ませんので、経営者は毎年、株主の皆様による過半数の決議（普通決議）による選解任を

受け入れる立場にあります。 

なお、平成23年３月30日開催予定の定時株主総会において株主の皆様によるご承認が

得られることを条件として、複数の社外取締役の選任を予定しており、更なるガバナンス

体制の強化と経営の透明性の確保に向けた取組みを進めてまいります。 

 

以上(1)から(3)までで述べましたように、当社の経営に当たっては、創業以来蓄積され

てきた幅広いノウハウと豊富な経験、並びに国内外の顧客・取引先、従業員および地域社

会等のステークホールダーとの間に築かれた良好な信頼関係を維持し促進することが重要

な要素になります。株主の皆様にとっても、これらの点に関する十分な情報や理解がなく

ては、将来実現されるであろう企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を適正

に判断することは困難であると考えます。 

 

３．本施策の必要性 

当社ではこうした企業理念や経営戦略のもと、当社の企業価値および会社の利益ひいては

株主共同の利益を確保し、または向上させるための施策に邁進する所存ですが、近時、わが

国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大規模

な株式の買付けを強行するといった動きが見られます。 

もとより、当社は上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、株式の大規模な買

付けであっても、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に資するもので

あれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権移転を伴う買

収提案についての判断は、当然ながら、最終的には当該時点における株主の皆様に、当社の

企業理念や経営戦略をご理解いただいた上で、適切にご判断頂くべきものと考えております。 

しかしながら、こうした大規模な株式の買付けの中には、その目的等から見て企業価値お

よび会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の

売却を事実上強要するおそれがあるもの、株主の皆様や当社取締役会が大規模な買付けの内

容等を検討し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するための十分な情報や時間を提供し

ないもの、当社が買付者の提示した提案内容よりも有利な条件をもたらすために買付者との
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交渉を必要とするもの等、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に資さ

ないものも少なくありません。 

言い換えれば、流通構造の変化に伴う価格競争の激化や原材料・為替高騰などによる厳し

い事業環境のなか、当社がステーショナリーおよびファニチャーの各商材を取り扱い、オフ

ィス・執務空間に関するサービス・ソリューションの提供を継続しながら、企業価値および

会社の利益ひいては株主共同の利益を確保・向上をさせていくためには、代理店、小売店等

の事業パートナーとの信頼関係や人的資産を中長期的視点で育成し、優良な顧客基盤を維

持・拡大することが必要不可欠ですが、買付者がかかる状況に対してどのような認識を有し、

また、どのような経営方針を有しているかなどについての十分な情報がなければ、株主の皆

様や当社取締役会において当該買付けが当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同

の利益に資さないものかどうか判断することは極めて困難です。 

また、外部者である買付者からの大規模な買付けの提案を受けた際には、上記の諸点のほ

か、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、その他の当社の企業価

値を構成する要素等、さまざまな要素を適切に把握した上で、当該買付けが当社の企業価値

および会社の利益ひいては株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要がありますが、かか

る判断にはある程度の時間が必要です。こうした事情に鑑みて、当社取締役会は、当社株式

に対する大規模な買付けまたは提案が行われた際に、これに応じるべきか否かを株主の皆様

が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様のために代替案を提示し、買付者と交渉を行

うこと等を可能にするために必要な情報や評価・検討期間を確保することにより、当該買付

けを一定期間停止させ、必要に応じて対抗措置を講じることをもって、当社の企業価値およ

び会社の利益ひいては株主共同の利益に反する大規模な買付けを抑止する枠組みが不可欠で

あると判断し、本施策を導入することを決定いたしました。 

 

第２ 本施策の内容について 

 

１．本施策の概要 

本施策は、大規模買付者が従うべき本施策の手続（後記２.）と、大規模買付行為に対して

当社が採りうる大規模買付対抗措置（後記３.）から構成されております。 

本施策においては、まず、大規模買付者に対し、株主および当社取締役会による判断のた

めの情報提供（後記２.(1)）と、当社取締役会による検討・評価の期間の付与（後記２.(2)）

を要請しております。 

本施策においては、次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、新株予約権の無

償割当て等を決議するための要件を、大規模買付者が本施策の手続を遵守しない場合または

大規模買付行為によって当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益が著しく

毀損される場合に限定することといたしました（後記３.(2)(3)）。 

なお、本施策に従って大規模買付対抗措置を機動的に実施するため、新株予約権の発行登

録を行う場合があります。 
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(1)定時株主総会における承認 

本施策の導入については、株主の皆様の意思を反映するため、当社定款第 18 条の規

定に基づき、平成 23 年３月 30 日開催予定の定時株主総会における決議によりご承認い

ただくことを条件とします。 

 

(2)独立委員会の設置 

本施策に基づき大規模買付対抗措置を発動するか否かは、最終的には当社取締役会に

より決定されますが、当社取締役会による恣意的な判断を防止し、当社取締役会の判

断の客観性、公正性および合理性を担保するため、当社の業務執行を行う経営陣から独

立している当社社外取締役、社外監査役または社外有識者のみから構成される独立委員

会を設置いたします（後記２.(3)）。 

独立委員会規則の概要につきましては、別紙２．をご参照ください。なお、本施策

における独立委員会の委員は、別紙３．記載の各氏を予定しております。 

 

２．本施策の手続 

(1)取締役会に対する情報提供 

大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、当社株主の皆様の

判断および当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本情報」

といいます。）を書面で提供していただきます。これは、当該大規模買付行為に関し、株主

の皆様が適切な判断を行い、かつ当社取締役会が適切な検討・評価を行うことを目的とし

ております。 

具体的には、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、当社代表取締役

に対して、日本語によって、大規模買付者の名称、住所または本店所在地、代表者の氏名、

国内連絡先、設立準拠法（外国法人の場合）および提案する大規模買付行為の概要を明示

し、かつ、本施策の手続に従う旨の誓約を記載した意向表明書を提出していただきます。

なお、意向表明書には、商業登記簿謄本、定款の写しその他の大規模買付者の存在を証明

する書類を添付していただきます。 

当社代表取締役は、かかる意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提

供いただく本情報のリストを当該大規模買付者に対して交付します。大規模買付者には本

情報のリスト交付日から起算して 60 日以内に本情報について日本語によって回答してい

ただきます。本情報の一般的項目は以下のとおりです。 

 

① 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の概要（沿革、

役員構成、主要業務、主要株主または主要出資者（所有株式数または出資割合上位

10位）、グループ組織図、直近３ヵ年の有価証券報告書またはこれに相当する書面、

連結財務諸表を含む。） 

② 大規模買付行為の目的（支配権取得もしくは経営参加、純投資もしくは政策投資、

大規模買付行為の後における当社の株券等の第三者への譲渡等、または重要提案

行為等（金融商品取引法第 27 条の 26 第 1 項、同法施行令第 14 条の 8 の 2 第 1



 8 

項、および株券等の大量保有の状況の開示に関する内閣府令第 16 条に規定する

重要提案行為等を意味します。）を行うことその他の目的がある場合には、その

旨および概要を含みます。なお、目的が複数ある場合にはその全てを記載してい

ただきます。）、方法および具体的内容（大規模買付行為による取得を予定する

当社の株券等の種類および数、大規模買付行為の対価の額および種類、大規模買

付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の適法性並びに大

規模買付行為の実行の可能性等を含みます。） 

③ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の株券等保有割

合および株券等所有割合 

④ 大規模買付行為における当社株券等の買付価格の算定根拠、取得資金の裏付け並び

に資金調達の具体的内容および条件 

⑤ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）が当社の経営権

を取得した場合における、経営方針、経営計画、事業計画、財務政策、資本政策、

配当政策、経営権取得後３年間の経営・財務諸表の目標数値および算出根拠、並び

に役員候補者およびその略歴（当社および当社グループの事業と同種の事業につい

ての経験等に関する情報を含む。）（ただし、大規模買付者による買収提案が少数

株主が残存しない 100％現金買収の場合、本号の情報の提供は概略のみで足りる

こととします。） 

⑥ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）と当社グループ

の主要取引先との間の従前の取引関係および競合関係 

⑦ 大規模買付行為実行後における、大規模買付者のグループ内における当社グループ

の役割 

⑧ 当社グループの従業員、主要取引先、顧客、地域社会その他の当社グループの利害

関係者との関係について、大規模買付行為実行後に予定する変更の内容 

⑨ 現金以外の対価をもって大規模買付行為を行う場合における対価の価額に関する情

報 

⑩ 大規模買付行為のために投下した資本の回収方針 

⑪ 反社会的勢力ないしテロ関連組織との関連性の有無（直接的であるか間接的であ

るかを問いません。）および関連性が存在する場合にはその内容 

⑫ 大規模買付者が提供する本情報を記載した書面の記載内容が重要な点において真実

かつ正確であり、重要な事実につき誤解を生ぜしめる記載または記載の欠落を含ま

ない旨の、責任者による宣誓 

 

なお、大規模買付者に当初提出していただいた情報だけでは本情報として不十分であると

認められる場合は、当社取締役会が大規模買付者に対し、十分な本情報が揃うまで更に 30

日を上限として追加的に日本語による情報提供を求めることがあります。 

また、当社取締役会は、大規模買付者が出現したことを当社取締役会が認識した場合は

その事実について、また、意向表明書または本情報を受領した場合はその受領の事実に

ついて、速やかに情報開示を行います。大規模買付者が提出した本情報は、株主の判断に
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必要かつ適切と認められる範囲において、必要かつ適切と認められる時点で、その全部また

は一部につき情報開示を行います。 

 

(2)取締役会における検討および評価 

次に、大規模買付者には、当社取締役会に対する追加的な情報提供を含めた本情報の提

供が完了した日から60日間（大規模買付行為が、対価を現金のみとする公開買付けによる

当社全株式の買付けの場合）または90日間（その他の大規模買付行為の場合）（以下「取

締役会評価期間」といいます。）が経過するまでは、大規模買付行為を行わないこととして

いただきます。これは、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保

するため、当社取締役会に、本情報の検討および評価、大規模買付者との交渉および協議、

大規模買付行為に関する意見形成、株主に対する代替提案の作成および提示等を行う機会

を与えていただくためです。なお、取締役会評価期間の始期および終期については、速

やかに情報開示を行います。 

当社取締役会は、取締役会評価期間中、独立委員会の勧告、外部専門家等の助言を受け

ながら、提供された本情報の検討および評価を行い、当該大規模買付行為または当該大規

模買付者の提案に係る経営方針等についての当社取締役会としての意見を慎重に取り纏め

ます。 

 

(3)独立委員会 

当社取締役会は本施策の手続を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされ

ることを防止するための機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は３名

以上で構成し、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から

独立している当社社外取締役、社外監査役または社外有識者の中から選任します。取締役

会評価期間中、当社取締役会は、本情報並びに本情報の取締役会による評価および分析結

果を独立委員会に提供します。独立委員会は、取締役会の諮問に基づき、取締役会による

評価、分析結果および外部専門家の意見を参考にし、また、判断に必要と認める情報等を

自ら入手、検討して、①本施策の対象となる大規模買付行為への該当性、②大規模買付対

抗措置の発動または不発動、③大規模買付対抗措置の中止、④その他当社取締役会が判断

すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項について決定し、その決定

内容を、その理由を付して当社取締役会に勧告します。独立委員会は、一旦当該勧告を

行った後でも、大規模買付者が大規模買付行為を中止または撤回した場合など、当該

勧告の前提となった事実関係等に変動が生じた場合には、再度検討を行い、当社取締

役会に対して、大規模買付対抗措置の実施または中止等（新株予約権の無償割当ての

実施、新株予約権の無償割当ての中止および新株予約権の取得を含みます。）に関す

る勧告を行うことができます。 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見

を取り纏めて公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関

する条件改善について交渉および協議を行い、当社取締役会として、株主に対し、当社の

経営方針等についての代替的提案を提示することもあります。 
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３. 大規模買付対抗措置 

(1)大規模買付対抗措置の内容 

大規模買付者が本施策の手続に従うことなく大規模買付行為を行った場合等、後記(2)

において述べる一定の大規模買付対抗措置の発動の要件をみたす場合は、当社取締役会は、

大規模買付対抗措置として当社株主に対する新株予約権の無償割当てを決議することがで

きるものとします。また、会社法その他の法律および当社の定款上認められるその他の対

抗措置を発動することが適切と判断された場合には当該その他の対抗措置が用いられるこ

ともあります。 

株主に対する無償割当ての方法によって発行される新株予約権の無償割当ての概要は、

別紙４．に定めるとおりとします。この新株予約権には、一定割合以上の議決権割合の特

定株主グループに属さないことなどの差別的行使または取得条件を付することが予定され

ています。 

 

(2)大規模買付対抗措置の発動の要件 

当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議することができるのは、次

の各号に定める要件を具備する場合に限るものとします。 

① 大規模買付者が意向表明書を当社取締役会に提出せず、またはその他本施策の手続に

定める十分な情報提供を行うことなく大規模買付行為を行った場合、大規模買付者が

取締役会の評価期間が経過する前に大規模買付行為を行った場合、その他大規模買付

者が本施策の手続を遵守しなかった場合は、当社取締役会は、大規模買付対抗措置の

発動を決議することができるものとします。 

② 大規模買付者が本施策の手続を遵守した場合は、当社取締役会が、意向表明書および

本情報の内容を検討・評価した結果、当該大規模買付行為に反対の意見を有するに至

ったときでも、当該大規模買付行為につき反対意見を表明し、または当社の経営方針

等について当社取締役会としての代替的提案を提示することはあっても、原則として

大規模買付対抗措置の発動を決議しないものとします。 

  ただし、大規模買付者が本施策の手続を遵守した場合であっても、大規模買付行為が

当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく毀損すると判断

されたときは、当社取締役会が相当な大規模買付対抗措置の発動を決議することを否

定するものではありません。具体的には、次の各号のいずれかの類型に該当する場合

には、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく毀損する大

規模買付行為に該当するものと考えます。 

 

(ⅰ)当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、真に当社の経営に参加する意思

がないにもかかわらず、専ら当社の株価を上昇させて株式を高値で当社関係者等

に引き取らせることにある場合。 

(ⅱ)当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、主として、当社の事業経営上必

要な不動産、動産、知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先、顧客等
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その他の当社グループの資産を当該大規模買付者やその特定株主グループに移

譲させることにある場合｡ 

(ⅲ)当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、主として、当社グループの資産

の全部または重要な一部を当該大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模

買付者を含む。）の債務の担保や弁済原資として流用することにより、当社の企

業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らす場合｡ 

(ⅳ)当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、主として、会社経営を一時的に

支配して、当社グループの所有する不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処

分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、あるいは一時的高配

当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをすることにより、当

社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらす場合。 

(ⅴ)当該大規模買付行為が、最初の買付けで全株式の買付けを勧誘することなく、二

段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付けを行う

など、株主に当社株式の売却を事実上強要するおそれのある買付行為である場合。 

(ⅵ)大規模買付者による支配権取得により、当社の株主はもとより、顧客、取引先、

従業員、地域社会その他の利害関係者の利益を含む当社の企業価値を著しく毀損

するおそれがあるか、あるいは当社の企業価値の維持および向上を妨げる重大な

おそれがあると客観的、合理的な根拠をもって判断される場合。 

(ⅶ)当該大規模買付行為に係る買付けの条件（対価の価額・種類、買付けの時期、買

付方法の適法性、買付実行の実現可能性、買付け後における当社グループの従業

員、取引先、顧客その他利害関係者の処遇方針等を含む。）が当社の本源的価値

に鑑み著しく不十分または不適当な買付けである場合。 

 

(3)大規模買付対抗措置の発動の手続 

当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議するにあたっては、当社取

締役会の判断の客観性および合理性を担保するため、独立委員会の意見、勧告を最大限尊

重し、また、外部専門家等の助言も受けつつ、会社法上の機関としての決議を速やかに行

うものとします。 

また、当社取締役会は、一旦対抗措置を発動すべきか否かについて決定した後であって

も、大規模買付者が大規模買付行為に係る条件を変更した場合や大規模買付行為を中止し

た場合等、当該決定の前提となった事実関係等に変動が生じた場合には、改めて独立委員

会に諮問した上で再度審議を行い、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、大規模買付

対抗措置の発動または中止に関する決議を行うことができます。当社取締役会は、上記決

議を行った場合、当該決議並びに独立委員会の意見および勧告の概要その他当社取締役会

が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。 
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４. 本施策の有効期間並びに廃止および変更 

本施策の有効期間は、平成26年３月に開催予定の当社定時株主総会終結の時までとします。 

当社取締役会は、本施策の有効期間満了前であっても、当社の企業価値および会社の利益

ひいては株主共同の利益の確保または向上の観点から、関係法令の整備等の状況を踏まえ、

本施策について随時見直しを検討します。かかる検討の結果、本施策を廃止することが適切

であると判断される場合、本施策はその有効期間中であっても、当社取締役会によりこれを

廃止する旨の決議により、その時点で廃止されるものとします。なお、本施策は平成23年２

月15日現在施行されている法令の規定を前提としておりますので、同日以後、法令の新設ま

たは改廃により、本施策の規定に修正を加える必要が生じた場合には、当該法令の趣旨に従

い、かつ、本施策の基本的考え方に反しない範囲で、適宜本施策の文言を読み替えることと

します。 

また、平成26年３月に開催予定の定時株主総会終結の時以降における本施策の内容につき

ましては、必要な見直しをした上で、本施策の継続、または新たな内容の施策の導入等に関

して株主の皆様のご意思を確認させていただく予定です。 

 

第３ 本施策の合理性について 

 

１．企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保・向上の目的 

前記第１において述べたとおり、本施策は、株主をして大規模買付行為に応じるか否かに

ついての適切な判断を可能ならしめ、かつ当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共

同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付者が従うべき本施策の手続、並び

に当社が発動しうる大規模買付対抗措置の内容および発動要件を予め設定するものであり、

当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保および向上を目的とするも

のです。 

また、前記第２において述べた本施策の手続の内容並びに大規模買付対抗措置の内容およ

び発動要件は、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保および向上

という目的に照らして合理的であり、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の

利益の確保および向上に資するような大規模買付行為までも不当に制限するものではないと

考えます。 

 

２．事前開示 

本施策における本施策の手続の内容並びに大規模買付対抗措置の内容および発動要件は、

いずれも前記第２において具体的かつ明確に示したところであり、株主、投資家および大規

模買付者にとって十分な予見可能性を与えるものであると考えます。 

 

３．株主意思の反映 

本施策は、導入にあたり株主の皆様の意思を適切に反映させる機会を確保するため、

当社定款第 18 条の規定に基づき、平成23年３月30日開催予定の定時株主総会において株

主の皆様のご承認をいただくことを条件としており、当該定時株主総会において本施策の
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導入に関する議案が承認されない場合、本施策は導入されません。また、本施策の有効期

間は、平成26年３月開催予定の定時株主総会の終結の時までの３年間といたしますが、たと

え本施策の有効期間の満了前であっても、当社取締役の任期は１年となっていますので、毎

年の取締役の選任を通じて本施策につき株主の皆様のご意思を反映させることができます。

なお、有効期間満了後は当社株主総会において本施策の継続または新たな内容の施策の導入

等に関して株主の皆様のご意思を確認させていただくことを予定しております。 

したがって、本施策の導入、廃止または変更の是非の判断には、株主総会における決議を

通じて株主の皆様のご意思が反映される仕組みになっているものと考えます。 

また、本施策は、本施策に基づく大規模買付対抗措置の発動または不発動の判断を株主

の皆様が取締役会に委ねる前提として、当該大規模買付対抗措置の発動条件を個別の場合

に応じて具体的に設定し、株主の皆様に示すものです。したがって、当該発動条件に従

った大規模買付対抗措置の発動は、株主の皆様のご意向が反映されたものとなります。 

 

４．取締役会の判断の客観性・合理性の確保 

本施策においては、前記第２の３.(2)のとおり、大規模買付対抗措置の発動要件として、

客観的かつ明確な要件を定めており、発動要件に該当するか否かの判断に当社取締役会の恣

意的判断の介入する余地を可及的に排除しております。 

また、本施策においては、前記第２の３.(3)のとおり、大規模買付対抗措置の発動の手続

を定め、当社取締役会の恣意的な判断を排除しております。 

したがって、本施策においては、当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議するに

あたり、その判断の客観性・合理性を担保するための十分な仕組みが確保されているものと

考えます。 

 

第４ 本施策が株主および投資家に及ぼす影響について 

 

１．本施策が株主および投資家に及ぼす影響 

本施策は、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたって従うべきルールを定めたもの

にとどまり、新株予約権その他の株券等を発行するものではありませんので、株主および投

資家の権利・利益に影響を及ぼすものではありません。 

本施策は、当社の株主をして、必要かつ十分な情報をもって大規模買付行為について適切

な判断をすることを可能ならしめるものであり、当社の株主共同の利益に資するものと考え

ます。 

なお、大規模買付者が本施策の手続を遵守するか否かにより、大規模買付行為に対する当

社の対応が異なる可能性がありますので、株主および投資家の皆様におかれましては、大規

模買付者の動向にご注意ください。 

 

２．大規模買付対抗措置の発動が株主および投資家に及ぼす影響 

大規模買付対抗措置を発動した場合でも、当該大規模買付行為に係る特定株主グループの

株主には、その法的権利または経済的利益に損失を生ぜしめる可能性がありますが、それ以
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外の株主の法的権利または経済的利益には格別の損失を生ぜしめることは想定しておりませ

ん。当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議した場合は、法令および金融商品取引

所規則に従って、適時に適切な開示を行います。 

大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当ての方法によって新株予約権の発行がな

される場合、新株予約権の行使に際しては、株主には、株式を取得するために、所定の期間

内に一定の金額の払込みを行っていただく必要があり、かかる手続を行わない場合は、当該

株主の議決権保有割合が希釈化することになります。ただし、当社が新株予約権を取得し、

これと引換えに当社株式を交付することができるとの取得条項が定められた場合において、

当社が取得の手続を取ったときは、取得の対象となる新株予約権を保有する株主は、金銭を

払い込むことなく当社株式を受領することになり、その保有する株式１株あたりの価値の希

釈化は生じますが、保有する株式全体の価値の希釈化は生じません（なお、この場合、かか

る株主には、別途、特定株主グループに属する者でないこと等を誓約する当社所定の書式に

よる書面をご提出いただくことがあります。）。 

なお、新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が新株予約

権の無償割当てを中止し、または無償割当てされた新株予約権を無償で取得する場合には、

１株あたりの株式の価値の希釈化は生じませんので、１株あたりの株式の価値の希釈化が生

じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可

能性があります。 

新株予約権の行使または取得に関しては差別的条件が付されることが予定されているため、

当該行使または取得に際して、当該大規模買付行為に係る特定株主グループの株主の法的権

利または経済的利益に希釈化が生じることが想定されますが、この場合であっても、それ以

外の株主および投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利および経済的利益に対して直

接具体的な影響を与えることは想定しておりません。もっとも、新株予約権それ自体の譲渡

は制限されているため、新株予約権の無償割当てに係る基準日以降、新株予約権の行使また

は新株予約権の当社による取得の結果、株主の皆様に株式が交付される場合には、株主の皆

様に株式が交付されるまでの期間、株主の皆様が保有する当社株式の価値のうち新株予約権

に帰属する部分については、譲渡による投下資本の回収はその限りで制約を受ける可能性が

ある点にご留意ください。 

また、社債、株式等の振替に関する法律の規定により、新株予約権の行使の結果とし

て交付される当社普通株式については、特別口座に記録することができませんので、株

主の皆様が新株予約権を行使する際には、証券口座等の振替口座を開設していただく必

要がある点にご注意ください。 

以 上  
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別紙１. 

 

当社株主の状況（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

 

1. 発行可能株式総数: 普通株式 398,000,000 株 

2. 発行済株式総数  : 普通株式 128,742,463 株 

3. 大株主の状況 

株 主 名 
所有株式数

(千株) 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合（％）

コクヨ共栄会 8,095 6.29

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 4,150 3.22

(財)黒田緑化事業団 3,603 2.80

コクヨ共和会 3,207 2.49

㈱三井住友銀行 2,650 2.06

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 2,496 1.94

㈱黒田興産 2,115 1.64

コクヨエンタープライズ㈱ 2,066 1.60

黒田 耕司 2,054 1.60

コクヨグループ従業員投資会 1,911 1.49

合  計 32,351 25.13

  (注) 上記のほか、当社が自己株式 10,447 千株を保有しております。 

 

                                       以 上 
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別紙２. 

 
独立委員会規則の概要 

 
・構 成  ・委員会の委員は３名以上で構成し、当社の業務執行を行う経営陣から独立

している当社の①社外取締役、②社外監査役、③社外の有識者のいずれか

に該当する者の中から、当社取締役会が選任する。 
      ・社外の有識者は、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業

務に精通する者、実績のある会社経営者、当社の事業に精通する者もしく

は会社法等を主たる研究対象とする研究者、またはこれらに準ずる者でな

ければならない。 
      ・社外の有識者は、別途当社に対する善管注意義務条項等を含む契約を当社

との間で締結する。 
 
・任 期  ・委員の任期は、選任の時から平成 25 年 12 月期に関する定時株主総会の終

結の時までとする。 
      ・委員が当社の社外取締役または社外監査役でなくなった場合（再任された

場合を除く。）には、委員としての任期も同時に終了する。 
 
・招 集  ・各委員は、大規模買付行為がなされようとする場合、その他いつでも委員

会を招集することができる。 
 
・権 限  ・委員会は、次に掲げる事項について決定し、取締役会に勧告する。 
       ①本施策の対象となる大規模買付行為への該当性の判断 
       ②本施策に基づく対抗措置の発動または不発動 
       ③本施策に基づく対抗措置の中止 
       ④本施策に基づく対抗措置に係る新株予約権の取得 
       ⑤その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が委員会に

諮問した事項 
      ・委員会は、必要に応じて次に掲げる事項を行うことができる。 
       ①大規模買付者が提供した本情報および当社取締役会が提供した情報の分

析および評価 
       ②本施策が遵守されたか否かの判断 
       ③当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益の確保・向上

に 
        必要な事項であって当社取締役会が諮問した事項 
       ④その他本施策において委員会が行うことができるものと定められた事項 
 
・決 議   委員会の決議は、原則として委員全員が出席し、その過半数をもって行う。 
 
・その他   委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイ

ザー、弁護士、公認会計士、コンサルタント、その他の専門家を含む。）の

助言を得ること等ができる。 
 

以 上 
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別紙３. 

 

独立委員会委員の略歴 

 

清水 紀彦（しみず のりひこ）＜昭和１５年４月生まれ＞ 

昭和３８年 ４月 東京海上火災保険株式会社（現 東京海上日動火災保険株式会社）入社 

昭和４２年 ９月 ボストンコンサルティンググループインク入社 

昭和４５年１２月 同副社長 

昭和６２年 ７月 株式会社清水紀彦事務所 代表取締役 

平成１２年１０月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科 教授 

平成１５年 ４月 一橋大学大学院国際企業戦略研究科 客員教授（現在に至る） 

 

中川 一已（なかがわ かづみ）＜昭和１６年４月生まれ＞ 

昭和３９年 ４月 三井物産株式会社入社 

平成 ９年 ６月 同取締役 

平成１２年 ６月 同代表取締役、常務取締役 

平成１４年 ４月 同代表取締役、専務執行役員 

平成１４年１０月 同代表取締役、副社長執行役員 

平成１６年 ６月 同顧問 

平成１８年 ７月 日本ユニシス株式会社 顧問（現在に至る） 

 

高橋 明人（たかはし あきと）＜昭和５０年３月生まれ＞ 

平成１２年 ４月 弁護士登録（第二東京弁護士会） 

         アンダーソン・毛利法律事務所（現アンダーソン・毛利・友常法律事務 

所）入所 

平成１７年 ５月 ニューヨーク州弁護士登録（ニューヨーク州弁護士会） 

平成１９年 ３月 西村孝一法律事務所入所 

平成２１年 ９月 高橋・片山法律事務所開設（現在に至る） 

 

以 上  
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別紙４. 

 

新株予約権の無償割当ての概要 

1. 新株予約権付与の対象となる株主およびその割当条件 

 当社取締役会が決定し公告する基準日における最終の株主名簿に記録された株主に対

し、その所有株式（ただし、当社の保有する当社普通株式を除く。）１株につき１個以上

で当社取締役会が定める数の割合で新株予約権を割り当てる。 

 

2. 新株予約権の目的である株式の種類および数 

 新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的

である株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所

要の調整を行うものとする。 

 

3. 割り当てる新株予約権の総数 

 割り当てる新株予約権の総数は、当社取締役会が決定し公告する基準日における当社発

行可能株式総数から当社普通株式の発行済株式（当社の所有する当社普通株式を除く。）

の総数を減じた数を上限として、当社取締役会が定める数とする。 

 

4. 新株予約権の払込金額 

 無償とする。 

 

5. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、各新株予約権の行使に際して

出資される財産の当社普通株式１株当たりの価額は、１円以上で当社取締役会が定める額

とする。 

 

6. 新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡による取得については、当社の取締役会の承認を要するものとする。 

 

7. 新株予約権の行使条件 

 新株予約権の行使条件は取締役会において別途定めるものとする（なお、大規模買付行

為に係る特定株主グループ（以下、「非適格者」という。）による権利行使は認められない

との行使条件を付すことが予定されている。)。 

なお、本「新株予約権の無償割当ての概要」に用いられる用語は次のとおり定義される。 

①「大規模買付行為」とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目

的とする当社株券等の買付行為もしくは結果として特定株主グループの議決権割合

が20％以上となる当社株券等の買付行為またはその提案（市場取引、公開買付け等の
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具体的な買付方法の如何を問わないが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による

買付行為を除く。）をいう。 

②「特定株主グループ」とは、①当社株券等の保有者およびその共同保有者、②当社株

券等の買付け等を行う者およびその特別関係者、または③上記①および②に該当する

者の関連者をいう。 

③「議決権割合」とは、特定株主グループが上記①の場合においては、当該保有者の株

券等保有割合をいい、特定株主グループが上記②の場合においては当該買付け等を行

う者および当該特別関係者の株券等所有割合の合計をいう。 

④「当社株券等」とは、金融商品取引法第27条の 23第１項に規定する株券等をいう。 

⑤「保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条

第３項に基づき保有者とみなされる者を含む。 

⑥「共同保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者をい

い、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含む。 

⑦「買付け等」とは、金融商品取引法第 27 条の２第１項に規定する買付け等をいい、

取引所金融商品市場において行われるものを含む。 

⑧「特別関係者」とは、金融商品取引法第 27 条の２第７項に規定する特別関係者をい

う。以下同じ。ただし、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株

券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除く。 

⑨「株券等保有割合」とは、金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有

割合をいい、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等

の数をいう。）も計算上考慮することとする。 

⑩「株券等所有割合」とは、金融商品取引法第 27 条の２第８項に規定する株券等所有

割合をいう。 

⑪ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され、もしくはそ

の者と共同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）、

またはその者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。「支配」

とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行

規則第３条第３項に定義される。）をいう。 

 

8. 当社による新株予約権の取得 

（1） 当社は、当社取締役会が別に定める日の到来をもって、取締役会の決議に従い、新

株予約権の全部または非適格者以外の新株予約権者が所有する新株予約権につい

てのみを取得することができる旨の取得条項を付すことが予定されている。 

（2） 前項に定める取得条項を付す場合において、非適格者以外の新株予約権者が所有す

る新株予約権を取得するときは、これと引き換えに、当該新株予約権者に対して当

該新株予約権１個につき予め定める数の当社普通株式（以下「交付株式」という。）

を交付する旨の定めを設けることができるものとする。 
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9. 新株予約権の行使期間等 

 新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会において別途定める

ものとする。 

 

10. 新株予約権証券 

 新株予約権に係る新株予約権証券は、発行しないものとする。 

以  上   

 

 


